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1．1-3 月期は前年同期比+4.7％と鈍化 

インドネシア中央統計庁（ＢＰＳ）は 5月 5日、2015 年 1-3 月期の国内総生産（ＧＤＰ）を公表

した。実質ＧＤＰは前年同期比（原系列）4.7％と前期（同+5.0％）から鈍化し、市場予想1（同+4.9％）

を下回った。 

成長率の内訳を需要項目別に見ると、政府消費の伸び悩みを受けて成長率は鈍化した（図表 1）。

消費は、家計消費が前年同期比+5.0％と前期（同+5.0％）から横ばいで推移したが、政府消費が前

年同期比+2.2％（前期:同+2.8％）と鈍化した。投資は前年同期比+4.4％と前期（同+4.3％）から

小幅に改善した。外需については、輸出が前年同期比▲0.5％（前期：同▲4.5％）とマイナス幅が

縮小し、輸入が前年同期比▲2.2％（前期：同+3.2％）と減少した。その結果、外需の成長率への

寄与度は+0.4 ポイントと前期（▲2.0 ポイント）から改善した。 

供給側では、第二次産業は製造業が前年同期比+3.9％（前期：同+4.2％）、建設業が前年同期比

+6.0％（前期:同+7.7％）と鈍化し、鉱業がコモディティ安の影響を受けて前年同期比▲2.3％（前

期:同+2.2％）と減少した（図表 2）。第一次産業は前年同期比+3.8％（前期：同+2.8）と改善した。

第三次産業については、商業・ホテル・レストランが前年同期比+3.6％（前期:同+3.7％）、運輸・

通信が前年同期比+8.6％（前期:同+8.7％）と鈍化したが、金融・不動産業が前年同期比+6.5％（前

期：同+8.0％）と改善した。 
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2．補助金削減の成果を待つ辛抱の時期に 

1-3 月期の成長率はふたたび 2 期ぶりに 5％台を下回り、力強さに欠ける結果となった。昨年か

らの原油安は石油の純輸入国であるインドネシアの内需拡大の追い風になるが、その恩恵は 1-3 月

期の成長率として見える形で表れていない。また輸出は未加工鉱石の輸出制限措置の継続、中国経

済の鈍化、コモディティ安の影響を受けて低迷しており、同国は景気停滞感を払拭できずにいる。 

原油価格の下落は、インフレ率の低下による家計の実質所得の向上を通じて消費の改善が見込ま

れる。しかし、同国は昨年 11 月に実施したガソリン向け補助金の撤廃とルピア安によるインフレ

圧力を受け、消費者物価指数は 1-3 月平均で 6.5％と高めに推移し、消費者心理は冷え込んでいる。

雇用・所得環境は改善したものの、家計消費は加速には至らなかった（図表 3）。 

また貿易収支は輸入の減少を通じて改善傾向にある（図表 4）。これは経常赤字の縮小に繋がるた

め、同国は原油安の恩恵を享受していると言えよう。ただし、経常赤字が縮小傾向にあるといって

も、物価の高止まりと先行きの米国の利上げが見込まれるなかで対ドルのルピア安には歯止めが掛

かっていない。中央銀行は 2 月に政策金利を引下げたが、これは 11 月の利上げ分を中立化させた

ものであり、追加利下げによる投資喚起は難しく、ビジネス活動指数は低下している（図表 3）。 

原油安を追い風に進展させた補助金削減によって捻出した財源は、2 月に成立した補正予算案に

おいてインフラ関連投資の補填（約 100 兆ルピア）に充てられたが、1-3 月期においては予算執行

が間に合わずに投資の伸び悩みに繋がった。しかし、今後は予算執行の本格化に伴って公共事業が

実施されるなか、景気は底入れに向かうだろう。さらにインフラ整備の推進に伴い、民間投資呼び

込むことができれば、景気は上向くと見られる。 

政治面では、燃料値上げへの不満やメガワティ党首の「操り人形」といった批判などにより、政

権支持率は低下傾向にある2。国民の高い支持を背景に政策の前進を図る大統領にとって支持率の低

下は、連立与党および野党連合との調整を一層難しくさせるだけに、政策遂行力への影響が懸念さ

れる。一方、3 月に最大野党・ゴルカル党の内紛でユフス・カラ副大統領に近いアグン・ラクソノ

氏が正当な党首と認められたことは好材料である。連立組替えの動きを見せれば闘争民主党からの

圧力に対峙することができるかもしれない。いずれにせよ、バンドン会議の演説や訪日・訪中によ

る投資促進など成果を残した外交に対し、内政は政局に左右される厳しい状況が続くと見られる。 
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（図表 4） 
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2 日刊紙コンパスの世論調査で、政権の印象を「よい」とした回答は 4 月は 61％と、１月の 81％から低下した。 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報
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